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　熊本県立大学は、「地域に生き、世界に伸びる」のスローガンの下、地域に根差した教育
と研究を実践し、第１期中期計画期間においては、教育の質の向上、研究の推進、地域貢
献活動の推進に取り組み一定の成果を得た。第２期においても引き続き「教育の質の向
上」、「特色ある研究の推進」、「地域貢献活動の更なる推進」をこの期間における本学の
使命と掲げ、これまでより更に高いレベルの教育・研究活動を展開していく。

(１)　教育の質の向上への取組
　第１期では、文学研究科に博士課程を整備した。これにより本学には学士課程、博士前
期課程、博士後期課程が揃い完全な教育体制が完成した。また、学際の学部である環境
共生学部において学科制を導入し、人材育成を強く意識した教育体制を整備した。また、
大学教育の近年の特性に鑑み、キャリアデザイン教育システムを構築し、加えてディプロ
マ・ポリシーの明確化など教育の質の向上に取り組む手立てを完備した。その結果、卒業
研究を地域企業や地域社会と協働で行う「学生ＧＰ制度」が文部科学省の「大学生の就業
力育成支援事業」に採択された。
　第２期では、学部と大学院との接続・連携の強化、人文科学・自然科学・社会科学の「知
の統合」を目指す全学共通教育プログラムの開発、アドミッション・ポリシーとディプロマ・ポ
リシーの間に位置するカリキュラム・ポリシーの点検と明確化等を踏まえ、教育課程の編成
及び成績評価基準の精緻化に取り組み、教育の質を更に高めていく。また、「学生ＧＰ制
度」の定着と実質化に取り組むとともに協定校をはじめとする海外大学との交流を深め、教
育の国際化を推進する。

(２)　特色ある研究の推進への取組
　第１期では、科学研究費補助金への全教員応募を目標に掲げる一方で、学内的には学
長特別交付金制度や学会発表支援制度による研究支援を実施した。また、外部研究資金
に関する公募情報の提供及び事務支援、出版助成制度の導入など大学の研究力の源で
ある教員個人レベルの研究活動の活性化に取り組んだ。その結果、中期期間の最終年度
において科学研究費補助金への応募率が97％となった。
　第２期では、教員の研究活動を更に高めるため科学研究費補助金への応募を義務化す
る。また、重点的に推進する研究の方向性を明確化し、「有明海・不知火海流域圏におけ
る環境共生型産業に関する研究」は日本有数、「基礎自治体との共創的研究」及び「言語・
文学・文化の横断的研究」は九州不可欠なものを目指し、推進組織の整備も含め独自性
のある研究として社会に認められるよう組織的推進を図る。

(３)　地域貢献活動の更なる推進への取組
　第１期では、地域連携センターの開設に続き、基礎自治体等との包括協定制度の導入、
継続的に専門職能開発が地域において可能なように熊本県立大学ＣＰＤセンターを開設し
た。また、地域との連携教育研究推進制度を作ることで法人化前の地域交流から地域連
携へと進化が見られた。『全国大学の地域貢献度ランキング』（日本経済新聞社）１位（平
成21年度）はその一つの表れである。
　第２期では、包括協定の実績の下、本学の特色を活かした連携を強化し、組織的な推進
体制を構築し、研究成果と研究情報の定期的な発信の機会を設ける。また、大学・試験研
究機関等との相互協力による地域産業の振興に資する研究活動を強化する。そして高等
教育機関としての九州全域での貢献を視野に「熊本県立大学ＣＰＤプログラム」の開発・提
供に努める。

◇◇◇◇　　　　中期計画中期計画中期計画中期計画のののの期間期間期間期間

◇◇◇◇　　　　重点目標重点目標重点目標重点目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

(２)　特色ある研究の推進
   これまで成果を上げている自治体や企業との共同研究等に加え、今後、全国をリー
ドするような研究の推進に向け、独自性のある研究の方向性を明確化し、その推進を
図る。

◇◇◇◇　　　　中期目標中期目標中期目標中期目標のののの期間期間期間期間

平成２４年４月１日から平成３０年３月３１日まで

◇◇◇◇　　　　重点目標重点目標重点目標重点目標

(１)　教育の質の向上
   これまで取り組んできた地域社会を担う人材の育成を更に推進するため、学位授与
の方針に基づき教育課程編成・実施の方針を明確化し、教育課程の検証・見直しを行
うとともに、各授業科目の成績評価基準の明確化と客観的な評価方法の運用によって
教育の質を確保する。
　 また、地域企業や地域社会との連携を強化し、独自のキャリア教育を確立する。

次期中期目標

   熊本県立大学は、これまで「総合性への志向」、「地域性の重視」、「国際性の推進」を理
念に掲げ、地域社会における高等教育機会の提供、人材育成、教育研究による社会への
貢献という役割を果たしてきた。
   公立大学法人へ移行した平成18年度からは「地域に生き、世界に伸びる」をスローガン
に掲げ、教育研究等の質の向上、大学運営の改善・効率化等に積極的に取り組んだ。中
でも熊本県の文化・歴史・自然・社会・産業を題材とした地域実学主義に力を注いだ。これ
らの取組の結果、地域貢献の分野で高く評価され、財務状況も良好に推移するなど、順調
な成果を上げてきた。さらに、人文科学・自然科学・社会科学の３分野すべての教育課程
で学士・博士前期・後期課程が完備され、名実ともに高度な高等教育機関としての体制が
整備された。
   これからの第２期中期目標期間において熊本県立大学は、時代の要請や社会経済情
勢の変化を敏感に捉え、個性や特色を明確にしながら、本県唯一の公立大学として学生
や県民の期待により一層応えるため、次のような大学を目指す必要がある。

 ・ 地域社会を担う人材育成の拠点としての大学
　 豊かな教養を備え、地域社会ひいては国際社会の発展に貢献できる有為で、創造性豊
かな人材を育成する。

 ・ 地域社会の発展に貢献する知的創造の拠点としての大学
　 専門的かつ最先端の学術研究を充実させ、総合的な大学という特色を生かした学際的
な研究を推進して、地域社会で発生する様々な課題の解決に寄与するとともに、研究成果
を広く普及させ、地域社会の発展に貢献する。

 ・ 地域社会における学習・交流の拠点としての大学
   地域社会のニーズに応える学習の場を提供して、県民が必要に応じて教育を受けること
ができるようにするとともに、学術、教育、文化等の関係機関や海外協定校との交流・連携
を推進する。

   このような大学を実現するため、県は、公立大学法人熊本県立大学が今後の６年間に
推進すべき具体的な取組について中期目標を定める。

(３)　地域貢献活動の更なる推進
   これまでも高く評価されている地域貢献活動の更なる推進を図るため、大学・試験研
究機関等との連携を強化し、共同研究成果を地域社会へ普及させる。
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１１１１

２２２２

３３３３ （１）
   社会の状況や受験生の動向に配慮しながら、一般選抜・特別選抜のあり方について検
証し、選抜方法について、必要な改善を加える。

４４４４ （２）
   優秀な内部進学者の確保に向け、学部と大学院との関係を強化し、連携の仕組みを作
る。また、優秀な社会人・外国人留学生の確保に繋がる取組を行うとともに指導体制を充
実する。

（３）
   人文科学、自然科学、社会科学の「知の統合」の教育の核となる全学共通の教育プログ
ラムを開発する。

（４）
   教養教育については、初年次に必要な教育と４年間で修得する知識・能力の総合性の
バランスに配慮した教育を充実する。

（５）
   専門教育については、学部、学科ごとに地域の諸問題を題材とした特長のある取組を充
実する。

（６）
   外国語教育については、語学習得への意識・意欲を高めて語学能力の育成を図るた
め、現行のあり方を見直す。

（７）    九州で優位な「食健康と食育に係る人材養成拠点」の形成を目指す。

（８）
   平成25年度末までにカリキュラム・ポリシー（CP）を明確化し、公表する。その上で、アド
ミッション・ポリシー（ＡＰ）、カリキュラム・ポリシー（ＣＰ）、ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）を踏まえ
た教育課程を編成する。

（９）    学士課程と博士前期課程の一貫教育について、必要性と有効性を検証し、導入を図る。

（１０）    大学院教育では、学位の質保証につながる教育に向けて教育内容を見直す。

（１１）    大学院教育では、教員免許制度改革の動向を勘案し、教育課程の検討を進める。

（１２）
   自ら考え、意見を述べることができる能力の育成及び授業の双方向性を高めることを目
的に授業方法を改善する。

（１３）
   管理栄養士国家試験について、合格率90％以上を目指す。そのためにカリキュラムや教
育内容を含めた教育体制について逐次見直すとともに、各授業科目間の連携を強化する。

（１４）
   学年進行や学問領域に応じたキャリアデザイン教育を展開する。また、「学生ＧＰ制度」
の定着と実質化に向けた取組を進める。

（１５）
   学部、学科教育の目標と取得可能な資格の位置づけを明確化し、学生の資格取得に必
要な支援を行う。

９９９９ （１６）    教員の教育能力の開発及び学部・学科・コースの組織力向上に向けて、ＦＤに取り組む。

１０１０１０１０ （１７）
   教員の教育活動について、個人評価制度による自己評価及び授業評価アンケート等に
よる他者評価を活用し、教育改善を進める。

（１８）
   大学の設置理念に基づき、教育力・研究力の向上に資する学部・学科組織の構築に向
け、学部・学科の改組及び収容定員について検討する。

（１９）
   大学院教育では、教育・研究の指導に組織的に取り組むため、複数教員による研究指
導を拡充する。

＜入学者受入れに関する目標を達成するための取組＞

＜教育内容・方法に関する目標を達成するための取組＞

＜教員の能力に関する目標を達成するための取組＞

＜教育の実施体制等に関する目標を達成するための取組＞

１１１１　　　　教育教育教育教育にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

ⅠⅠⅠⅠ　　　　大学大学大学大学のののの教育研究等教育研究等教育研究等教育研究等のののの質質質質のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

・　論理的な思考で自ら課題を抽出・分析し、創造的な解決策が提示できる
人材。また、総合的な判断ができる人材。
・　積極性、自律性、行動力を身につけ、社会状況の変化に柔軟に対応でき
る人材。
・　地域社会や国際社会に興味・関心を持ち、多様性を認めることができる
人材。また、コミュニケーション能力を持ち、協調性があり、社会において人
的ネットワークを形成できる人材。
・　高い職業観を持ち、主体的に自らの職業人生を構想・設計できる人材。

＜大学院教育＞

①　適正な入学定員を設定するとともに、多様な選抜方法を活用して、各学部・
研究科の入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー）に沿った学生を確保す
る。

②　大学院では、学内からの優秀な進学者の確保に努めるとともに、社会人や
外国人留学生が学びやすい体制を整備し、受入れを積極的に進める。

（２）　教育内容・方法に関する目標

ⅠⅠⅠⅠ　　　　大学大学大学大学のののの教育研究等教育研究等教育研究等教育研究等のののの質質質質のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

１１１１　　　　教育教育教育教育にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

○公立大学法人熊本県立大学は、次のような人材を育成する。

＜学士課程教育＞

・　国内外の諸課題の発見・解決のために専門的知識や能力を応用できる
人材。特に博士後期課程においては自立して研究を遂行できる人材。

（１）　入学者受入れに関する目標

①　地域に学ぶことを重視し、実践的・総合的な教育を充実する。

③　十分な教育効果が得られるよう教育方法の検証・見直しを行うとともに、そ
の結果に基づき、多様な教育方法を実施する。

②　学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に基づき、教育課程編成・実施の方
針（カリキュラム・ポリシー）を明確にするとともに、その方針に沿って教育課程
の検証・見直しを行い、体系的な教育課程を編成する。

④　地域企業や地域社会と連携したキャリア教育を確立し、学生の就業力を向
上させる取組を強化する。

(３)　教員の能力に関する目標

①　教員一人一人が、教育を重視、充実することの重要性を認識したうえで、社
会の要請や学生のニーズに応える教育を行うことができるよう、教員の教育力
を向上させる。

②　教育の質の向上のため、教員の教育活動について、適切な評価、改善を行
う。

(４)　教育の実施体制等に関する目標

①　教育研究の進展、社会の要請、学生のニーズに柔軟に応える教育を行うた
め、必要な実施体制を整備する。

５５５５

６６６６

７７７７

８８８８

１１１１１１１１
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（２０）    各授業科目について、シラバスを点検し、成績評価基準の精緻化に取り組む。

（２１）
   学位の質保証の観点から、卒業及び修了までに修得すべき知識・能力について、評価
の客観性を高める。

（２２）

   英語教育について、次のことに取り組む。
①　学部、学科において、修得すべき英語能力を明確にし、各種英語運用能力検定試験
の受験により修得した能力を客観的に検証する。
②　英語英米文学科では、個々の学生に対応した支援体制を作り、総合的な英語運用能
力の向上を図る。なお、英語能力試験については、学生に個別達成目標を設定させるとと
もに、4年間の向上率の学年平均10%以上を学科目標とする。

（２３）    単位制度の実質化の観点から、キャップ制度を導入する。

（２４）    学習意欲の持続に向け学習指導体制の充実を図る。

（２５）
   人文科学・自然科学・社会科学の３分野の基礎研究を極めるとともに、分野間連携研究
を推進する。

（２６）    研究活動を活性化するため、科学研究費補助金への応募を義務化する。

１５１５１５１５ （２７）

   地域に貢献する「基礎自治体との共創的研究」の拠点形成を目指し、次に掲げる研究を
重点的に推進するなど「地域課題に関する研究」を発展させる。
　　・　地域の環境共生型社会の構築に関する研究
　　・　地域社会の持続的な創造への枠組みに関する研究

１６１６１６１６ （２８）
   「有明海・不知火海流域圏における環境共生型産業に関する研究」を重点的に推進す
る。

（２９）

   国内外で高く評価される研究水準を確保・維持するため、次のことに取り組む。
①　学協会等での発表、外部研究資金の獲得を推進する。
②　「有明海・不知火海流域圏における環境共生型産業に関する研究」は日本有数、地域
に貢献する「基礎自治体との共創的研究」及び「言語・文学・文化の横断的研究」は九州不
可欠なものを目指して推進する。

１８１８１８１８ （３０）
   研究活動について、個人評価制度等により点検・評価を行い、改善に努める。また、外部
研究資金獲得に伴う間接経費の適切な配分について、検討する。

（３１）
   「有明海・不知火海流域圏における環境共生型産業に関する研究」、「基礎自治体との
共創的研究」、「言語・文学・文化の横断的研究」について、推進組織を整備する。

（３２）
   研究に必要な学術情報を適時・適確に利用できるよう、学術情報検索機能の拡充などの
環境整備を行う。

２０２０２０２０ （３３）
   これまでの包括協定に基づいた活動の成果を踏まえ、本学の特長を活かした連携や組
織的な推進体制の構築に取り組む。

２１２１２１２１ （３４）
   研究成果・研究情報を定期的に発信する機会を設け、大学・試験研究機関等との相互
の協力により地域産業の振興に資する研究活動を行い、その成果を還元する。

２２２２２２２２ （３５）

   本学の特長を活かし、九州全域を対象とした教育上の貢献を果たすため、次のとおり活
動を展開する。
①　知識基盤型社会の進展に対応し、その時々の社会的課題に関する各種公開講座等を
開講する。
②　生涯学習ニーズに対応した、多様かつ幅の広い学習プログラムを提供する。
③　専門領域における競争と革新に対応する「熊本県立大学ＣＰＤプログラム」を開発し、
提供する。

２３２３２３２３ （３６）
   学生の国際的視野の涵養を目途に協定校等への研修・留学を促進する。また、研修生・
留学生の受入れを促進するため、受入施設の整備を図る。

（３７）
   海外研究者の招聘や協定校をはじめとする海外大学とのシンポジウム開催等により、教
育の国際化や研究者交流の推進、国際共同研究への進展を図る。

（３８）    若手教員の育成に向け、海外研修・留学の機会を広げる。

４４４４　　　　国際化国際化国際化国際化にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

(１)　学生に異文化への理解を促し、グローバルな視点から物事を考える能力を身
につけさせるため、学生の国際交流を推進する。

１３１３１３１３

(２)  大学・試験研究機関等との連携を強化して地域産業に関する共同研究等を行
い、研究成果の公表や現場への普及活動等を通じて、研究成果を地域社会に役
立てる。

(３)　県民の学習ニーズに応える取組を体系化し、県民の生涯学習と専門職業人の
継続的な職能開発の支援を充実・強化する。

　 研究成果が国内外で高く評価される水準を確保・維持する。

１９１９１９１９

２２２２　　　　研究研究研究研究にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

３３３３　　　　地域貢献地域貢献地域貢献地域貢献にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

(１)　県、市町村、企業その他の団体との連携を深め、それらの団体を支援するシ
ンクタンク機能を充実・強化する。

②　社会の要請に積極的に応えるため、地域課題の解決に役立つ研究活動を
推進する。

＜目指すべき研究の方向に関する目標を達成するための取組＞

＜目指すべき研究の水準に関する目標を達成するための取組＞

＜研究の推進に関する目標を達成するための取組＞

３３３３　　　　地域貢献地域貢献地域貢献地域貢献にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

②　優れた研究を推進するため、組織的な研究支援を促進し、効果的な研究環
境を整備する。

①　研究水準の向上のため、教員の研究活動について適切な評価・改善を行
う。

(３)　研究の推進に関する目標

②　各授業科目の成績評価基準を明確化するとともに、導入した客観的な評価
方法を的確に運用し、教育の質を確保する。

③　学生の学習意欲や教育効果の向上を図るため、学生の学習環境を適切に
整備する。

①　人文科学・自然科学・社会科学の３分野を有する大学の特色を生かし、学
際的な研究や基礎研究を推進する。

２２２２　　　　研究研究研究研究にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

(１)　目指すべき研究の方向に関する目標

(２)　研究水準の向上や教育内容の充実のため、諸外国の大学等との連携を深
め、研究者交流、国際共同研究等を推進する。

③　熊本県立大学として独自性のある研究の方向性を明確にしたうえで、推進
する。

(２)　目指すべき研究の水準に関する目標

４４４４　　　　国際化国際化国際化国際化にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

１７１７１７１７

１４１４１４１４

１２１２１２１２

２４２４２４２４

－3－
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資料資料資料資料３３３３

２５２５２５２５ （３９）    課外活動及びボランティア活動等に関する指針を策定し、学生の諸活動を支援する。

２６２６２６２６ （４０）    奨学・育英の両面から効果的な経済的支援のあり方を検討し、改善を図る。

（４１）    心身に障がいのある学生が修学するうえで必要なサポートを行う。

（４２）
   心身両面における学生サポート充実のため、保健センター・学生相談室及び人的支援体
制を充実する。

（４３）
   個人情報の管理に留意しつつ、学生指導のために必要な情報の種類と情報共有の範
囲、そのために必要なシステムと管理体制を具体化する。

２８２８２８２８ （４４）    就職支援を見据え、社会との接続を念頭に学生と社会とをつなぐ諸活動を推進する。

２９２９２９２９ （４５）
   法人化後に整備した理事長を議長とする理事会、経営会議、運営調整会議及び学長を
議長とする教育研究会議を中心に大学の運営状況を検証し、必要な対策を講じる。

３０３０３０３０ （４６）
   文書等の管理及び歴史資料として重要な文書の保存について、関係規程に基づき、適
切に行う。

３１３１３１３１ （４７）
   大学を取り巻く環境の変化等に的確に対応していくため、組織の機能を検証しながら効
率的・効果的な組織体制を構築していく。

（４８）
   事務職員の資質の向上を図るため、現行のＳＤ計画の研修プログラムを充実させ、学内
外における研修を計画的に実施する。

（４９）
   新規に採用する准教授・講師について、一定の任期付きの雇用の後、審査を経て、定年
までの雇用とする制度を導入する。

（５０）
   事務組織の専門性を高め、安定的な業務の継続・継承を図るため、法人独自の事務職
員を計画的に採用する。

３３３３３３３３ （５１）
   各学部における中期的な人事計画による定数管理の下、専門分野、職位、資格、年齢
構成等を全学的に検討する「枠取り」方式に基づき、博士号取得者の中から教員を採用す
ることを原則とする。

３４３４３４３４ （５２）
   業務の効率化を図るため、業務の可視化による点検を行い、外部委託の活用並びに情
報システムの新規導入・機能強化及び管理の一元化等を外部の人材を活用しながら検討
し、業務改善を進める。

（５３）
   授業料、入学金等の学生納付金については、教育内容や環境の整備状況、他大学の動
向、社会状況の変化等を総合的に勘案しながら設定する。

（５４）
   授業料の納期を現行の３期制から授業形態のセメスター制に合わせて２期制へ移行し、
授業料の円滑な確保に努める。

（５５）    外部資金の確保については、教育、研究などに区分したうえで積極的に取り組む。

（５６）
   本学独自の教育研究活動を充実させるため、熊本県立大学未来基金について、恒常的
寄附金事業として継続して募集を行い、効果的に活用する。

３６３６３６３６ （５７）
   「公立大学法人熊本県立大学環境配慮方針」に沿って、毎年度エコ・アクションプランを
策定し、環境への負荷を低減する取組を検証しながら改善、実施することにより経費の抑
制に努める。

３７３７３７３７ （５８）
   大学の改革を進めるため、自己点検・評価委員会を中心に、毎年度エビデンスに基づく
自己点検・評価を実施し公表する。また、平成28年度までに認証評価機関による評価を受
け、その結果を必要に応じて次期（第3期）中期計画に反映させる。

（５９）
   研究活動の広報、各種調書作成での活用を前提とした教員の教育研究活動に関する
データベースを再整備し、効果的に発信する。

（６０）
   ホームページで公表する研究者情報や大学院に関する情報について、外国語版を充実
する。

１１１１　　　　自己収入自己収入自己収入自己収入のののの増加増加増加増加にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

２２２２　　　　経費経費経費経費のののの抑制抑制抑制抑制にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

ⅣⅣⅣⅣ　　　　自己点検自己点検自己点検自己点検・・・・評価及評価及評価及評価及びびびび情報提供情報提供情報提供情報提供にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

１１１１　　　　評価評価評価評価のののの充実充実充実充実にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

２２２２　　　　情報公開情報公開情報公開情報公開、、、、情報発信等情報発信等情報発信等情報発信等のののの推進推進推進推進にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

２２２２　　　　教育研究組織教育研究組織教育研究組織教育研究組織のののの見直見直見直見直しにしにしにしに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

３３３３　　　　人事人事人事人事のののの適正化適正化適正化適正化にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

４４４４　　　　事務等事務等事務等事務等のののの効率化効率化効率化効率化・・・・合理化合理化合理化合理化にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

ⅢⅢⅢⅢ　　　　財務内容財務内容財務内容財務内容のののの改善改善改善改善にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

５５５５　　　　学生生活支援学生生活支援学生生活支援学生生活支援にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

ⅡⅡⅡⅡ　　　　業務運営業務運営業務運営業務運営のののの改善改善改善改善・・・・効率化効率化効率化効率化にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

１１１１　　　　大学運営大学運営大学運営大学運営のののの改善改善改善改善にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

５５５５　　　　学生生活支援学生生活支援学生生活支援学生生活支援にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

ⅢⅢⅢⅢ　　　　財務内容財務内容財務内容財務内容のののの改善改善改善改善にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

(１)　理事長と学長のリーダーシップのもと、法人化後整備された組織体制を生か
し、社会状況の変化に迅速に対応する。

(２)　学業成績・人物ともに優秀な学生の進学や修学を支援する経済的支援体制を
充実し、その内容を積極的に公表する。

(１)　学生の人間的成長がボランティア活動や課外活動で培われることを重視して、
こうした学生の活動を支援する。

ⅡⅡⅡⅡ　　　　業務運営業務運営業務運営業務運営のののの改善改善改善改善・・・・効率化効率化効率化効率化にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

(４)　学生が求める企業・就職情報の収集・提供を促進するなど、就職支援を充実
する。

(３)　学生が安心して学生生活を送ることができるように、心身の健康保持のサ
ポート体制等を充実・強化する。

(２)  専任教員の年齢のバランスに配慮しながら、博士号取得者の教員採用等優れ
た人材の確保によって教育研究の活性化を図る。

(１)  教育研究活動を活性化するため、事務職員の能力開発を推進するとともに、
教職員の適正な人事・評価を行う。

４４４４　　　　事務等事務等事務等事務等のののの効率化効率化効率化効率化・・・・合理化合理化合理化合理化にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

　事務の簡素化・合理化を進めるとともに、効率的な事務処理を図る。

２２２２　　　　経費経費経費経費のののの抑制抑制抑制抑制にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

　 既に実施している経費節減等の取組を検証しつつ、大学の業務全般について更
に効率的な運営に努め、経費の抑制を図る。

３８３８３８３８

ⅣⅣⅣⅣ　　　　自己点検自己点検自己点検自己点検・・・・評価及評価及評価及評価及びびびび情報提供情報提供情報提供情報提供にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

１１１１　　　　評価評価評価評価のののの充実充実充実充実にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

　 自己点検・評価を定期的に実施するとともに、第三者機関の評価を受け、これら
の評価結果を教育研究や組織運営の改善に活用するという組織的なマネジメント
サイクルを充実させる。

２２２２　　　　情報公開情報公開情報公開情報公開、、、、情報発信等情報発信等情報発信等情報発信等のののの推進推進推進推進にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

　 教育研究活動等について国内外に十分認識されるよう、広報機能を更に強化
し、大学に関する情報を積極的かつ効果的に発信する。

３２３２３２３２

３５３５３５３５
 　安定的な財政基盤を確立するため、授業料や外部教育研究資金等の自己収入
の確保に努める。

２７２７２７２７

(２)　文書等の適正な管理と歴史資料として重要な文書の適切な保存を行い、広く
利用に供する。

２２２２　　　　教育研究組織教育研究組織教育研究組織教育研究組織のののの見直見直見直見直しにしにしにしに関関関関するするするする目標目標目標目標

　社会の要請に積極的に応えるため、学部学科、附属機関等の教育研究組織のあ
り方について不断に検討し、必要に応じ適切に見直す。

１１１１　　　　大学運営大学運営大学運営大学運営のののの改善改善改善改善にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

１１１１　　　　自己収入自己収入自己収入自己収入のののの増加増加増加増加にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

３３３３　　　　人事人事人事人事のののの適正化適正化適正化適正化にににに関関関関するするするする目標目標目標目標
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目標
番号

計画
番号

次期中期計画次期中期目標

資料資料資料資料３３３３

３９３９３９３９ （６１）
   新たな建物等保全計画や中期的な機器更新計画等に基づき、ユニバーサルデザイン、
省エネルギー等環境に配慮しながら施設設備の計画的な整備と維持管理を行う。建物に
ついては、長期的な視点による改築等も考慮し、最適な時期、規模による投資を行う。

（６２）

   大地震の発生等不測の事態に備え、次のことに取り組む。
①　防災資材の備蓄や防災訓練の実施等により危機管理体制を点検・強化する。
②　アリーナ等を有するキャンパス及び小峯グラウンドを地域の避難場所等として提供でき
るよう検討を行い、対応可能な対策を進める。

（６３）
   個人情報の保護については、関係規程に基づき適切に対応していくとともに、学内啓発
を徹底し、情報資産の保全に努める。

４１４１４１４１ （６４）
   教職員の健康保持を図るため、健康相談体制の充実や健康管理に関する意識啓発を
推進する。

４２４２４２４２ （６５）
　 ハラスメント等の人権侵害の防止と適切な対応を確保するため、相談員への研修会の
実施や外部相談員の設置等により、相談体制を充実させる。また、相談体制の周知を強化
する。

３３３３　　　　人権人権人権人権にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

(２)　教職員の心身の健康保持に努める。

３３３３　　　　人権人権人権人権にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

　 人権尊重に関する啓発を推進し、人権が不当に侵害され、良好な教育・研究・職
場環境が損なわれることのないよう、全学的な取組を進める。

ⅤⅤⅤⅤ　　　　そのそのそのその他業務運営他業務運営他業務運営他業務運営にににに関関関関するするするする重要目標重要目標重要目標重要目標

１１１１　　　　施設設備施設設備施設設備施設設備のののの整備整備整備整備・・・・活用等活用等活用等活用等にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

　 既存の施設や設備の適正な維持管理、計画的な整備改修を進めるとともに、施
設設備の有効活用を推進する。
   なお、整備改修に当たっては、ユニバーサルデザイン、環境保全等に十分配慮
する。

２２２２　　　　安全管理安全管理安全管理安全管理にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

４０４０４０４０
(１)　防災対策、個人情報保護を含む情報セキュリティの強化等リスクマネジメント
を充実させ、学生と教職員の安全確保に努める。

ⅤⅤⅤⅤ　　　　そのそのそのその他業務運営他業務運営他業務運営他業務運営にににに関関関関するするするする重要目標重要目標重要目標重要目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

１１１１　　　　施設設備施設設備施設設備施設設備のののの整備整備整備整備・・・・活用等活用等活用等活用等にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

２２２２　　　　安全管理安全管理安全管理安全管理にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためのするためのするためのするための取組取組取組取組

－5－


